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関税ではなく経済的要因が貿易収支の変化を左右する 

  ヨハネス・オイグスター フロレンス・ジョーモット マーゴ・マクドナルド ロベルト・ピアッツァ 

IMFの新しい研究によると、二国間貿易収支の変化は大半が関税でなくマクロ経済的要因で説明できる 
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 二国間貿易収支とはすなわち、二国間における輸出額と輸入額の差であるが、ここのところ

厳しい視線が注がれている。その差の大きさや拡大が国際貿易に歪みを生じさせる不公平な

措置の産物であると一部の政策当局者は懸念している。しかし、二国間貿易収支に注目する

ことは果たして正しいのだろうか。 

 端的な答えは「ノー」である。2019年 4月の「世界経済見通し（WEO）」第 4章に示した IMF

の研究では、特定の相手国との二国間での関税に誘発された貿易収支の変化は、貿易転換

を通じて他の相手国との貿易収支の変化によって相殺されやすく、総貿易収支（全貿易相手

国との二国間貿易収支の合計）にはほとんど影響がない。 

 その代わりに貿易に大きな影響を与えているのはマクロ経済だ。私たちの研究によると、過

去 20 年に起こった二国間貿易収支の変化は大部分がマクロ経済的要因の複合的な影響で

説明がつくことがわかった。こうしたマクロ経済的要因の例としては、財政政策、信用サイクル

が挙げられるほか、為替政策や貿易可能な産業を対象に広く支給されている助成金が含ま

れることもある。マクロ経済的要因とは対照的に、関税の影響はずっと小さかった。 

 とは言っても、関税は各国にとって無害ではない。生産が複数の国にまたがって行われる世

界規模のバリューチェーンを特徴とするグローバル経済においては、急な関税引き上げが多

大かつ長期的な経済コストや波及効果を招いて、世界経済の状況を悪化させる可能性があ

る。 
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二国間貿易収支は経済的要因の影響で説明がつく 

 20 年以上にわたる 63 か国と 34 の産業の調査に基づいて私たちが行った研究は、二国間

貿易収支の変化をもたらす要因を理解し定量化しようと試みたものである。このために、マクロ

経済的要因、関税、生産の国際的分業体制が果たした役割を区別した。国際的分業体制は

一部、各国の生産と需要の産業構成（製造、サービス、農業など）に反映されている。 

 過去 20 年間の二国間貿易収支の変遷は、かなりの度合いで、マクロ経済的要因に影響さ

れてきたことがわかった。マクロ経済的要因は総貿易収支も左右することが知られている。こ

れらの要因に含まれるのは財政政策、人口動態、さえない内需などだが、為替政策や、国営

企業や輸出部門への助成金など国内のサプライサイド政策が含まれることもある。 

 これとは対照的に、二国間関税の変化の影響は

少なかった。多くの国で関税はすでに低水準とな

っていることや、互恵関税に二国間貿易収支を相

殺する効果があったという事実を反映した結果で

ある。右図は、それぞれの要因が二国間貿易収支

の変遷にどれだけ寄与したかを主要国間で示した

ものである。例えば、1995年から 2015年にかけて

米独の二国間貿易収支の変化でマクロ経済的要

因が占めた割合は約 20%だったが、米中の二国

間貿易収支の変化ではその割合が 95%を超えて

いた。 

関税とその波及効果をよく見てみると 

 IMF の分析では、関税が二国間貿易収支の変

遷に与えてきた直接的影響は、マクロ経済的要因

の影響に比較すると小さいものだったことがわかっ

たものの、関税が無関係なわけではない。長期的

には、関税の大幅かつ持続的な変更があった場合、生産の国際的分業体制のかたちが左右

される可能性がある。モノやサービスが生み出されていく際に、世界各地でそれぞれ異なるプ

ロセスが行われる中で付加価値が足されていくのがグローバル・バリューチェーンだが、その

グローバル・バリューチェーンの中に自らを組み込むなどして、企業が国内外での投資や生

産の体制を調整するためである。 
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 1990 年代半ばから、貿易コスト（関税、輸

送費や通信費）が大幅に減少したのに伴

い、グローバル・バリューチェーンの範囲は

拡大し、その複雑さも増した。これによって各

国は生産性を向上させ、雇用を創出すること

ができた。 

 現在の世界貿易システムの統合性を考慮

すると、急な関税引き上げは世界各国に影

響を与え波及効果をもたらして、世界経済の

状態を悪化させると考えられる。関税の引き

上げは特に GDP や雇用や生産性を阻害す

ることがわかっており、これは直接関税を課

したり課されたりしている国に限らず、バリュ

ーチェーンの上流や下流に位置する他の国

にも損害が及ぶ。 

 大半の国では、製造関連で一律で 1%ポイ

ントの関税引き上げ（フィードバック効果は含

まず）があった場合、それが現状でもたらす

負の影響は、1995 年当時に出ていたであろ

う影響よりも大きい。グローバル・サプライチ

ェーンに統合されている度合いが特に高い

製造業部門を抱えるドイツと韓国の場合、そ

の差は GDPの約 0.5%と 0.6%に相当する。 

 関税の引き上げが、一律実施ではなく特定の貿易相手国を対象にしたものである場合、関

税を課す国の需要が無関税の国へと振り向けられることから、恩恵を受ける国もあるかもしれ

ない。したがって、二国間関税が引き金となって生じた特定の貿易相手国との二国間貿易収

支の変化は、他の貿易相手国との二国間貿易収支の変化によって相殺されやすく、総貿易

収支については総じて変化はないことになる。 
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政策課題 

 これらの研究や分析の結果は、主に 2つの政策的結論を裏付けている。 

 第一に、貿易収支の議論は総貿易収支を左右しやすいマクロ経済的要因に焦点をあてる

べきである。政策当局者は、景気循環増幅的な財政政策（需要がすでに堅調な時期の景気

刺激策の実施）や輸出部門への巨額助成金など、歪みを生じさせるようなマクロ経済政策は

避けるのが賢明である。そうした政策は、過剰な、そしておそらくは持続不可能な不均衡を生

じさせるからだ。マクロ経済政策に変更がない限り、特定の貿易相手国との二国間貿易収支

をターゲットにしたところで、それは貿易転換につながり当該国との貿易収支の変化が他の貿
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易相手国との間の貿易収支により相殺されるだけで、総貿易収支はほぼ変わらないことにな

る。 

 そして第二に、複数国間で関税を引き下げたり、輸入枠や国ごとの様々な製品規格といっ

た非関税障壁を減らしたりすることは貿易にとって有益であり、長期的に見ればより良い経済

的成果をもたらす。政策当局者は、最近発動された関税を撤回し、また既存の貿易障壁を削

減する努力を強化して、自由で公平な貿易の促進を継続すべきである。 

 同時に、技術の進歩と同様に貿易自由化も、その陰には代償の大きい適応を迫られる労働

者や社会が存在しうるという認識が非常に重要である。再訓練や就職支援の制度、十分な社

会セーフティネット、再分配のための税制優遇措置などの政策を整備することは、貿易の利点

をより幅広く分かち合い、取り残されている人や集団を十分に保護する上で一助となるだろう。 
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